
アメリ索禽東園における行政機関による
制定法解釈と司法審査 (且)

- 法規命令 ･行政規則二分論の再検討をめざして-

今 春 啓 介

はじめに

第1帝 アメリカにおける行政機関の制定法解釈の発現形態

1 規則制定 (rulemaking)

2 審決 (adjudicaLioェ1)

第2草 クリステンセン判決及びミード判決前の行政機関の

制定法解釈に対する謙譲法理

第 1節 スキッドモア法理

1 スキッドモア判決

2 スキッドモア法理の位置づけと問題点

3 立法親別の場合の適用状況

4 非立法規則の場合の適用状況

5 小 括

第2節 シェヴロン法理

1 シェヴロン判決

2 シェヴロン判決の位置づけと問題点 (以上本号)

3 シェヴロン判決以降の展開

4 /ト 括

第3章 クリステンセン判決 ･ミー ド判決とその後の展開

第 1節 クリステンセン判決とミー ド判決

第2節 ミー ド判決以降の展開及びその位置づけ

むすぴに

〔99〕



100 商 学 討 究 第59巻 第4号

は じめ に

アメリカ合衆国では,1984年のシェヴロン社対天然資源保護団体判決 (以下､

｢シェヴロン判決｣とし,シェヴロン判決の法理を｢シェヴロン法理｣というO)1)

において,行政機関による制定法解釈を示す規則 (rulesandregulations)に

ついて,いわゆる行政解釈に対する謙譲の原則が打ち出されたことが,既にわ

が国でも広 く紹介されている2)｡}このシェヴロン判決は,｢反マ-ベリー判決3)

的な｣ 判決とされることがあった り4) ｢分水嶺となる判決｣ と評価されたりチ

する5)など,その後の下級裁判所の判決や論者に大きな影響を与えてきたC,

しかし,2000年に,労働省の見解書 (opinionletter)に対 してシェヴロン

判決的な謙譲は適用されず,別のタイプの謙譲 (スキッドモア対スウイフ ト社

判決6)(以下.｢スキッドモア判決｣ という｡)的な謙譲)が適用される可能性

1)Chevron,U.S.A.Inc.V.NaturalResourcesDefenseCouncil,Inc"467U.S.837

(198動

2)たとえば,竹中勲｢規則制定の司法審査の基準｣判例タイムズ564号73頁(1985年),
鵜野健二 ｢アメリカにおける謙譲的司法審査理論の構造｣大阪経済法科大学法学研

究所紀要15号79頁 (1992年),同 l-ァメリカにおける謙譲的司法審査理論の展開裾 ･
(ZL)｣大阪経済法科大学法学論集28号17頁 ･29号135貢 ぐ1992年),常問孝好 ｢解釈規

則 (interpretiverules)について｣塩野宏先生古稀記念 『行政法の発展と変革 .上
巻』(有斐閣.200ユ年)511頁,黒川曹志 『環境行政の法理と手法』(成文堂 ･2004年)

239-264頁,筑紫圭一 ｢アメリカ合衆国における行政解釈に対する敬譲的司法審査

- Chevron原則の意義とその運用- (上) ･ (下 ･完)｣上智法学論集48巻

1号113頁 ･48巻2号39頁 (2004-2005年),高橋正人 ｢規制に対する合理性審査の

二面性- 厳格審査手法と fF非民主的』な裁判所としての審査手法- ｣法学25

号91頁 (2005年)を挙げておくO なお,拙稿 ｢行政機関による制定法解釈と司法審

査-- 葦掩え法の場合との比較を視野に入れて- ｣早稲田政治公法研究72号249

頁 (2003年)も参照されたいC

3)Marburyv.Madison.5U.S.(iCranch)137(1803).

4)CassR.Sunstein,LJa打andAdministratioJlAfterChevron.90Colum.LRev.
2071,2075(1990);ThomasW.Merill,JudicialDeferencetoExecutiblePrecedent,
101YaleL.I.969,969(1992).
5)KennethW.StarrJudiciaiReLlie10i77thePost-ChevronE)･a,3YaleJ.on丘eg.
283,307(1986).

6)Skidmorev.Swift&C0.,323U.S.134(194動 なお,スキッドモア判決について
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があるとしたクリステンセン対ハリス ･カウンティ判決 (以下,｢クリステン

セン判決｣という｡)が出され7),また,2001年に,税関の解釈回答書 (ruling

letterうに対して,シェヴロン判決的な謙譲ではなく,やはりスキッドモア判

決的な謙譲が適用されるとした合衆国対ミ- ド社判決 (以下,｢ミー ド判決｣

という｡)8)が出されて以降,シェヴロン法理の位置づけをめぐり,さらに様々

な議論が展開されている状況にある9)｡すなわち,これらの判決は,シェヴロ

ン判決が明確にしていなかった行政機関の制定法解釈のいかなる発現形態に対

してシェヴロン法理が適用されるかという間墓に対して,シェヴロン法理が適

用されないものがあることを明言し,そもそもある行政機関の制定法解釈に対

してシェヴロン法理が適用されるか否かという,いわば ｢シェヴロン法理の第

0段階 (Chevronstepzero)｣10)といわれる問題を惹起させたのである｡特に,

2001年のミ- ド判決において,わが国では ｢行政規則｣に分類される税関の解

釈回答書に対して,スキッドモア判決的な謙譲ではあるものの謙譲が行われた

ことは,わが国行政法が従来行政立法を法規命令と行政規則に分けた上で,行

既に取り上げている邦語文献として.常岡孝好 ･前掲論文注2･536-538頁.筑紫

圭一･前掲論文注2(上)･118頁,高橋正人･前掲論文注2･174頁を挙げておく｡

7)Christensenv.HarrisCoullty.529U.S.576(200軌 なお,クリステンセン判決で
は,意見書にある制定法解釈には説得力がないため,意見書に対するスキッドモア
判決的な謙譲は行われないとされた｡

8)UnitedStatesv.MeadCorp.,533U.S.218(2001).なお,ミード判決では,スキッ
ドモア判決的な謙譲が当てはまるか否かについて更なる審査を尽くすため下級裁判
所に差し戻された｡

9)たとえば,ミード判決の翌年に出された54Admin.LRev.69針834(2002)では,
ミード判決をめぐりシンポジウムが行われている｡また,以下の論文も参照せよ｡

Lis遠SchultzBressman,Hou7MeadHasMuddledJudicialRem'eu,ofAgencyAc-
tion,58Vand.i.Rev.i∠拍3(2005);AnyJ.Wildermuth,SolでJingikePuzzleof
MeadandChristensenIWhatu,ollldJustl'ceSteljenSDo.P,74FordhamL.Rev.
ユ877(200軌

10)ThoITlaSW.Merrill&KristinE.Hickman,Chevron'sDomaiJl,89Geo.LJ.833,

836(2001);seealsoCassR.Sunstein,ChevronStepZero,92Va.L.Rev.187,191
(2006).サンステイン教授は,従来問題となっていたシェヴロン判決の第1段階･
第2段階は,近年では最も重要な問題とはなっていないと指摘される｡Sunstein.

suP7･a,at191.
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政規則の夕摘関与効力を原則として認めてこなかったことから考えると,非常に

興味深いことのように思われる11㌔

本稿では,わが国における伝統的な法規命令 ･行政規則二分論の再検討を視

野に入れて.アメリカ合衆国において様々な香政立法の形で現れる行政機関に

よる劉定法解釈の司法審査の動向についてみてゆきたい｡第 1章で,アメリカ

ll)法親命令 ･行政規則二分論について検討した最近の文献に,野口貴公美 『行政立

法手続の研究～米国行政法からの示唆～』用 本評論社,2008年)第4章 ｢学説に

おける行政立法 (手続)請- 行政手続法の制定前にさかのぼって｣(166頁以下)

があるO 野口氏は,行政:揖表を法規命令と行政親別に分けるいわゆる伝統的二分論

は,｢従兼の整理には収まりきらない行政jZ_法 (とりわけ行政規則)が実務におい

て多相されたこと,そしてその結果として,司法審査の場面において従来の二分論

を用いていては整理しきれない G畠切な審査方法を導き出せない)状況が生じたこ

と｣から再検討が促されていることを指摘した上で,特に法的統制 (とりわけ司法

審査)の対象としての香政立法の整理を試みることの有用性を強調している｡ また

野口氏は,行政立法の司法審査を考える際に,当該行政立法の裁判規範性にかかわ

る審査と行政立法に基づいて行われた行政決定の適法性の審査に分けて考えるべき

こと,従来前者の審査が後者の議論の一部としてとりわけ行政処分の裁量審餐の議

論の中に吸収されてきたきらいがあったことを指摘しており.行政立法の裁判規範

性の検討が重安であることを述べられている｡ 野口貴公美 ｢行政立法- 『裁判

規範性』に関する-分析｣磯部カ ･小早川光郎 ･芝池義一編 『行政法の新構想iI

行政作用 ･行政手続 ･行政情報法』(有斐閣,2008年)25頁以下参照｡

特に通達が多用されている租税法の分野では,通達の内容の検討がほとんど行わ

れないままに,通達の裁判蔑範性を前提とした上で通達に追随した判例がしばしば

みられることが大いに問題であると思われる｡平岡教授は,こうした現象を ｢通達

による裁判｣ と称されるL,平岡久 『行政立法と行政基準』(有斐閣,1995年)240頁

以下参照O

最近では,ストック･オプションの権利行使益が給与所得ではなく一時所得と申

告したことについて,国税通則法65条4項に定められる過少申告加算税免除の ｢正

当な理由｣があるか否かが問題となった判例が注目される｡ここでは,少なくとも

通達に明示される前については,たとえ課税庁による ｢回答事例による所得税質疑

応答集｣においてストックyオプションの権利行使益を給与所得とする記述があっ

たとしても ｢正当な理由｣があるとされ,｢正当な理由｣の有無の判定基準として

通達が出されているか否かが基準として用いられており (最判平成19･7書6裁時
1439号4頁 ･最判平成18日0事24民集60巻8号3128貫 ･最芋拍三成18･1巨 16判時

1955号37頁等),これら判例は所得税基本通達に対して政令 ･省令並みの法的効力

を与えているようにもみえる｡ しかし,行政規則の本来の定義から考えると,｢所

得税基本通達｣は ｢回答事例による所得税質疑応答集｣ と同株に課税庁の見解を示

したに過ぎないものであり,通達が出されたか否かを基準に ｢正当な理由｣の有無
の判定を行うことは適当でないように思われる(,
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において行政機関による制定法解釈がいかなる形で表されるか,すなわち発現

形態について,本稿で分析を行うのに必要な限りで概観しておきたいO第2章

では,アメリカにおける行政機関による制定法解釈に対する2つの謙譲法理に

ついてみておきたい｡その2つは,スキッドモア判決で出された ｢スキッドモ

ア法理｣と,シェヴロン判決で出された ｢シェヴロン法理｣と呼ばれるもので

あるが,本章ではこれらの法理を紹介するとともに,それぞれの法理が出され

て以降の展開についても検討しておきたい｡第3章では,行政機関による制定

法解釈の表明形態とシェヴロン法理の適用との関係が問題となったクリステン

セン判決及びミード判決を紹介し,その後の展開についてみておきたいCそし

て埴後に,アメリカでの状況がわが国における伝統的な法親命令 ･行政規則二

分論にいかなる示唆を与えるかを考えつつ,若干の結びを試みたい｡

第1章 アメリカにおける行政機関の制定法解釈の発現形態

本章では,本稿での議論の前提として,アメリカにおける行政機関の制定法

解釈の発現形態について概観しておきたい｡

1 規則制定 (ruEemaking)

アメリカにおける行政機関の制定法解釈の発現形態の第-----が ｢規則 (rule)｣

である｡アメリカ連邦行政手続法 (以下,｢APA｣という｡)では,｢規則｣と

は, 一･･一一磯 的ないし特別な適用可能性や将来の効果についての行政機関の表明で,

法や政策を実施し,解釈し又は命ずることを意図し,あるいは行政機関の組織,

手続又は実際的な安件を定めるものをいい (551条4号12)),｢規則制定｣とは,

規則を制定,修正文は廃止する行政機関の手続を意味するとしている (同条5

号13))｡ この漁期制定には,大きく分けて,フォ…マルな規則制定 (formal

12)5U.S.C.§551(鶴
13)5U.S.C.§55日5).
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rulemaking)とインフォーマルな規則制定 (informahulemaking)がある14〉O

侶 フォ-マルな規則制定

フォーマルな規則制定とは,APA553粂C項15)で定められているもので了制

定法により行政機関の審理の機会の彼に出された記録に基づいて制定するよう

求められている時｣に行う規則制定のことであり,｢記録に基づく規則制定｣

ともよばれるC フォーマルな規則制定においては,APA556粂 16)･557条]･7)に

定められるフォーマルな審決の手続が適用されるO

潮 インフォ-マルな規則制定

インフォーマルな規則制定とは,フォーマルでない規則制定のことであり,

フォーマルな審決の手続が適用されない規則制定のことをいう｡ インフォーマ

ルな規則制定 として,APA は,APA上の手続が適用 される ｢立法規則

(legislativerules)｣ と,APA上の手続が適用除外となる ｢非立法規則 (non-

legislativerules)｣の二種類を規定している】･8)0

14)formal･informalにどのような訳語を当てるかは難しい｡というのち,インフォー
マルな規則制定の手続は,本文でみるように ｢告知 ｡コメント手続｣であり,これ

はわが国では意見提出手続に相当するまさに正式なものに当たるからであるOまた,

以下でも触れるが,｢インフォーマル｣であるからといって全くの宥政裁量に委ね

られるわけではなく,一律に r略式｣と訳すのも適当でないように憩われる,, その
ため本稿では,そのまま ｢フォ-マル｣･｢インフォ-マル｣という訳語を当てる

こととする｡ なお,｢フォーマル,｣ ･ ｢インフォーマJL,｣という言葉の語法に日米

間でかなりのギャップがあるとの指摘について,中日丈久『行政手続と行政指導』(有

斐閣,2000年)295頁以下を参照されたい｡

15)5U,S.C.§553軌
16)5U,S.C.§556.
17)5U.S.C.§557.
18)アメリカにおける規則の類型については,わが国でも多数紹介されている｡たと

えば,常岡孝好 ･前掲論文注10の他に.大浜啓吉 ｢アメリカにおけるル-ルメイキ
ングの構造と展開くつ｣ 自治研究62巻12鍍ユ07頁以下 (1986年),荏原明別 ｢行政機関

による 『規則』の制定- 『実質的影響 (substantialimpact)の基準』 論- ｣
神戸学院法学17巻4号1頁,7頁以下 (1987年),酉鳥/;j西口明 ｢規則の類型と非止
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(a)立法規則

立法規則とは,法的効力並びに法的効果を持ち,議会による権限付与に基づ

き制定されたものである19)Oァンソニ-教授によると†ある規則が立法規則

とされるためには次の要件を満たす必要がある｡その要件とは,①行政機関は,

当該規則の対象とする問題について活動を行うという委任された制定法上の権

限をもたなければならないこと,②当該規則の公布がそのような委任された権

限の意図的な行使であること,(3)行政機関はまた,法的効力を持った規則を制

定する制定法上の委任された権限をもたねばならないこと,⑥当該規則の公布

が法的効力を持つ規則制定権限の意図的な行使でなければならないこと,⑤当

該規則の公布が結果的にそのような権限の行使でなければならないこと,⑥当

該公布が,行政機関の組織法やAPAにより命じられた手続に従わなければな

らないことである20)｡そして,立法規則は告知 .コメント手続により制定され,

連邦行政命令集 (FederalRegistei弓 に掲載される (APA552条a項 1号21りO

特に,⑥は重要な要件であり,立法親別に適用される手続は ｢告知コメント

手続｣とよばれる｡ただ,告知コメント手続を経た立法規則は全体から見ると

多くはなく,たとえば1987年前期では,立法規則は全ての規則のうちの6割足

らずであり,その数がそれ以降増えたと考える理由もないといわれている22)｡

式手続の通園除外- アメリカ行政法における規則制定の現代的展開- ｣早稲

田政治公法研究19号149頁(1986年),越智敏裕『ァメリカ行政訴訟の対象』(弘文堂,
2008年)370頁等を挙げておく｡
また,インフォーマルな蔑則制定とインフォーマルな審決の意義について言及し
た邦語文献として,中川丈久 ･前掲書注14･307頁以下を挙げておく｡
19)ERNRSTGF.LI.汀ORN&RoNAu)M.LF,VTN,AnMTNTSTRAT‡VFJLAWANl)PRO-
cESS.302(4THED..1997),なお,第3版の邦訳である,E.ゲルホーン/A.M.レヴイ
ン(大浜啓富 ･常岡孝好訳)『現代アメリカ行政法』(木鐸社,1996年)234頁も参照｡

20)RobertA.Anthony.hlterPretiveRules,Polic5,Statements.Guidances,Manuals,
andtheLike-ShouldFederalAgenciesUseThemtoBindthePublicP.射Duke

L.I.1311,1322(1992),
21)5U.S.C.§552(a)(1).
22)DavidJ.Barron&ElenaKagan,Chevron'sNondelegatioJlDoctrine.2001SLIP.

Ct.Rev.201,207(2001).
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また,立法規則は法的効力を持ち,法的に裁判所 ･行政機関 ｡公衆に対して拘

束力を持つとされる23)0

制 非立法規則

(1)に射して,規則にはAPA上の手続が適用除外となっている24汀非立法規

則｣ とよばれる規則があるcJ非立法規則は,立法規則とは異なり,定義上は法

的に裁判所 ･行政機関 ･公衆を拘束することはないとされている25)｡ただ,

行政機関は非立法規則と同株に扱うことが多いため,実際問題として拘束力を

23)Anth()ny,Supranote20,1327.
24)APAは,｢制定法により告知又は審理が要件とされていない限り,〔本項で定め
られる手続は〕解釈親則,一般的政策表明.行政機関の組織 ･手続 ･慣行について

の規則には適用しない｣と規定している0 5U.S.C.§553(b)(A).ただ,この除外
規定の是非はたびたび問題となってきたが,非立法親別における参加は必要とされ

ながらも主にコス トを理由にこの除外規定は存置されてきたといわれるC.See

KevinW.Saunders.hlterPretatiyeRulesm'thLegislatiL,eEffeciIAnAjlalysisand
aProPosalforPublicPariicipatilni,1986DukeL.J.3賂 368-371.もっとも,財務
省規則 (treasuryregulations)のように.｢解釈規則｣ と解されているが,財務省
側は,財務省規則の制定がAPA上の告知 ･コメント手続には服さないと主張して
いることから,実際には全ての財務省規則が告知 ･コメント手続に服している例も

ある｡JohnF.Coverdale,CourtReL,it7u,OfTaxRegulationsandRevejlueRulings
intheChevronEra,64Geo.Wash.LRev.35,55(1995).もっとも,アメリカ連邦
税法では,財務省規則とは別に.｢歳入庁公定解釈 (revenuerulings)｣ とよばれ
る解釈規則がある｡歳入庁公定解釈は,法的効力を持たないとされるが,財務省規

則と同株,内国歳入庁副主席弁護士 (Ass()ciateChiefCoLlnSel)がドラフトを書き†
財務省長官租税政策補佐 (AssistantTreasurySecretaryforTaxPolicy)が財務
省長官に代わって審査し,実質的には内国歳入庁や納税者を拘束しているとされるC,

しかしながら,APA上の告知 ･コメント手続を経ることなしに出されることに留
意しなければならないであろう｡Seeid.at79-80;seealsoJohnFCoverdaie,

Chevron'sRediiCedDomaiZl:JudicialRe2,iezL,OfTreasuryReglilaiioMSll)ZdRe-
venueRulingsafterMead,55Admin,LRev.i,70J71(2003).ただ.このように
APAの手続を経ない歳入庁公定解釈でさえ,その手続は費月摘‡かかり,記録を取っ
ておかなければならず.また内国歳入庁と財務省が注意深い審査を行うことから,

減少傾向にあることが指摘されるo SeeMichaelAsimow,Noガiegislative戯tlemak-
inga71dRegulatorj,Reform,1985DukeL.J.381,407.なお,拙稿 ･前掲論文注2･
267頁以下も参照されたい｡.

25)Anthony,siiPranote20,13271328;seealsoAsimow,sul,ranote24,383.
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持つことが問題とされている26㌔ 非立法規則には次のようなものがあるC

研 解釈規則 (interpretiverules27))

解釈規則とは,立法的に公布されておらず,何らかの明確な意味を持つ制定

法の文言を解釈する規則のことである28)｡解釈規則には法的効力や法的効果

はないとされるが,中には実質的な問題として拘束目的や拘束力を持つ場合が

あるため,立法規則との区別は唆味なことが多い29)0

雄 政策表明 (policystatements)

政策表明とは,実体法や政策,一般的ないし特別な場合の適用可能性,将来

的効果についての行政機関の表明であり,立法的に公布きれず,解釈親別では

ないもののことである30)｡ アンソニー教授によると,解釈規則ではない実体

的な非立法規則は全て政策表明であるとし,そこには政策表明の他に,マニュ

アル ･指導書 (guidances)･覚え書き(memorandams)･回覧書 (circulars)･

プレスリリ-ス,時には解釈として出されているものも含まれるとし,政策表

明の多くは統制することを目的としている,と指摘される31)｡つまり,裁判

所は解釈規則を新しい法を作るものと見なしていないのに対して,政策表明は

実定法に依拠するものではないものであるため.その意味で解釈規則と政策未

明の区別は重要とされる32)C

26jLd.at1328.
27)なお,APA上はinterpretiveではなくinterpretativeという周語が用いられる
(斜体は筆者)0

28)Anthony,ぶ多少ranote20,1325.なお,解釈規則の種々の定義につき,常岡孝好･
前掲論文注2.516頁以下を参照せよL1.

29)Anthony,S種ク,anote20,1321(citingCommunityNutritionlnst.Ⅴ.Young,818
F.2d943,946(D.C.Cir.1987))(｢立法規則と解釈規則ないし政策表明の区別は,幾
度となく 『微妙で』 『暖味で』 『とらえどころがなく』,おそらく最も絵のようにい
うと『かなりの霧の坪3に包み隠されている』ものである｡｣),なおサウンダーズは,
シェヴロン判決で立法的効果を持つ行政機関の解釈の範囲が広がったことから,立
法規則と解釈親別の区別がはっきりしなくなったことを指摘しているoSeeSaun-

ders,SuPranote2包357.
30)1d.at1325.
31)〟.at1326.
32)jd.at]324.
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(T);)手続規則 (proceduralrules)

手続規則とは,行政機関の組織や手続.慣行についての規則をいう(APA553

条b項A号33))｡ 手続規則は,当事者の権利 ･利益をそれ自体では変えない点

に特徴があるといわれる3'4)｡例えば.後に取 り上げるヤング判決35)で問題と

なっている規則は,手続規則に分類されることもある36)0

2 審 決 (adjudication)

アメリカにおける行政機関の制定法解釈の発現形態として今一つ重要なのが

審決 (adjudications')であるC審決には,APA上の手続を経るフォーマルな

審決 (formaladjudications)とAPA上の手続を課されないインフォーマルな

審決 (informaladjudications)があるO フォーマルな審決とは,APA554条 ･

556条 ･557条に定められた手続を経るものであり,｢事実審塑審理 (triaHype

hearing)｣ とよばれることが多いとされる37)｡これに対して,インフォーマ

ルな審決とはAPAの手続を経ない審決のことであり,95%の審決はイン

フォーマルな審決であるといわれている38)Oもっとも,インフォーマルな審

決であっても全 くの行政裁量に委ねられたものではないとされており,APA

上の手続を課されないからといって手続が全く行われなくてもよいということ

ではないとされている39)0

33)5U.S.C.§553(bHA).
34)ALFREDC.AMAN,JR.&WILLIAMT.MAYTON,ADMINISTRATIVELAW,78
(2NDED..2001日CitingATTlericanH｡sp.Ass'nv.Bowen,834F.2d.1037,1047(i).

C.Cir.1987)).

35)Youngv.CommunityNutiritionInstitute,476U.S.974(1986).ヤング判決につ
いては,次号収録 予定の部分を参照されたい｡

36)RobertA.Anthony,WhichAgenc5,(71teJln･etationsShouldBindCitize7iSandthe
ColirtSJ3,7YaleJ,onReg,1.53(1990).
37)GFJLuIORN&LEVTN,gulu,anoteat237.なお,E.ゲルホーン/R.M,I,ヴイン
(常岡孝好 ･大浜啓言訳) ･前掲書注19･183頁｡

38)Barron&Kagan,sup7Tan()te22.at207.
39)See.e.a"CitizenstoPreserveOvertonPark,In°.Ⅴ.Volpe.401U.S.402(1971).
なお,オ-ヴァ-トンパーク判決については,たとえば,大浜啓富 ｢アメリカにお
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なお†本論文は行政立法における法規命令 ･行政規則二分論の再検討を志向

するものであるので,主に規則に注目することとし.審決については必要に応

じて検討するにとどめることとする｡

第2章 クリステンセン判決及びミ-ド判決前の

行政機関の制定法解釈に封する謙譲法理

本章では,クリステンセン判決及びミード判決が出される前にあった,二つ

の行政機関の制定法解釈に対する謙譲法理 (スキッドモア法理とシェヴロン法

理うについてレビューしておきたいO

第 1節 スキッドモア法理

1 スキッドモア判決

(1)本判決の原告らは消防士であり,午前7時から午後3時半まで働き,30分

間の昼食休憩をとり,週5日間働くこととなっていた'iO)O原告らの｢懐 での

協定によると,週3.5-4日間夜間に消防署か消防署の近くで当直することと

なっていた41)｡当直の際は,火事や何らかの理由でスプリンクラーが作動し

た場合に,火災報知器に応答する以外に仕事はなかった42'｡そして被用者には,

火災報知器に応答した回数によって,固定報酬に加えて手当が支払われてい

た43)｡そこで原告らは.超過勤務による損害賠償等を請求した44)0

(2滞実審裁判所は.このような消防署での当直が勤務時間に当たるか否かに

ついての事実認定を行わなかったが,｢法の結論 (conclusionoflaw)｣として,

けるルールメイキングの構造と展開(五･完)｣自治研究63巻6畿64頁以下 (1987年)
も参照されたい｡

40)Skidmore,323U.S.at135.
41)1d.

42)1d.
43)fd.at135-136.
44)1d.at135.
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｢原告が火災報知器に応答すべきとされる要請の下に消防署で待機する時間は,

行政官や裁判所が解釈したように,公正労働基準法 (FairLaborStandards

Act)により超過勤務の報酬が支払われなければならない労働時間とはならな

い｣と述べた45).,そして,控訴裁判所も認容したO

(3)連邦最高裁は,全員一致で地方裁判所に破棄差し戻した46)｡法廷意見で

はまず,｢具体的な事例において 〔本件のような待機時間が〕公正労働基準法

に当てはまるか否かは事実審裁判所の適切な事実認定により解決されるべき事

実問題である｣ とし47),ここには ｢特定当事者間の合意の吟味及び解釈,特

定当事者の経営側による勤務協定の解釈の評価,役務の性質の検討,そしてあ

らゆる背景的状況が含まれる｣とした郷｡また,｢議会は行政機関の役務を,

事実を認定したり,特定の事例が公正労働基準法に当てはまるか否かを第一･一次

的に判断するために用い｣ず,｢代わりに裁判所に対してこの責務を課した｣

ことを指摘した49､)｡その上で次のように述べ,行政官が示している解釈告示

(illterPretativebulletin)や公定解釈 (rulings)の性質を明らかにしたので

ある｡

〔議会は,〕行政官職を創設し,この行政官に対して.様々な義務を課し,

本件法律 (公正労働基準法 :訳者注)に服する産業や雇用における状況を

知る権限を与えており,また違法行為を防止するために差止命令を行う権

限を付与したO行政官が自らの義務を遂行することで,何もしない時間を

含む雇周の際に労働時間を決めるという問題においてかなりの経験や,こ

の間題を解決するに際しての一般的な慣行の知見が蓄積されるC これらの

ことから,行政官は,行為をやめさせるための差止命令を求めるために,

法のない行為について結論に到達する義務を負っていたり,妨害する理由

415)1d.at136.
46)〟.at140.
47)〟 at136-137.
4831d,at137.
49)1d.
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がないために法の範囲内で行為するという結論に到達する義務を負ってい

る｡ 行政官は,解釈告示やインフォ-マルな公定解釈において,様々な状

況の下での本件法律の適用について,自らの見解を示してきた｡この見解

は,公益を実現する際に公益を代表する職が本法をどのように適用しよう

としているかについて,雇用者や被用者に対して実用的な指針を提供して

いる50)O

法廷意見によると,この解釈告示では,----.般白須こ,何も行っていない時間が労

働時間に当たるか否かは,｢被用者が呼び出しを受けうる場合に,何もしない

間に私用の行動をどの程度できるかや,被用者が積極的な仕事をすることを要

求されることなく呼び出しを受けうる連続した時間数｣によるとされていた5]･)

が,本件における事実は解釈告示にあるいずれの例にも当てはまらず52),た

だ法延の友 (amicusctlriae)の書面によると,行政官の結論は,自らの示し

てきた一般的なテストが本件雇周者の睡眠時間や食事時問を勤務時間から除外

し,他の呼び出しを受ける時間を勤務時間に含めていたことを指摘している,

ということであった53う｡しかしながら,連邦最高裁は次のことを明らかにした｡

裁判所が行政官の結論にどの程度の謙譲を行うべきかについて,制定法は

何ら規定していないCそして.われわれは裁判所に対して告知してきた一

方で,裁判所の影響力を定めようとする機会がなかったO本件行政官の公

定解釈は,--対審的な審理手続の結果として出てきたものではない｡こ

のような公定解釈は,直接関係する事件においてさえ決定的なものではな

く,ましてや類推によってのみ適用される事例においてはもっと決定的な

ものではない｡このような公定解釈は,先例性のある上位の裁判所が行っ

ているように,地方裁判所の手続を拘束する本件法律の解釈や事実状況の

50)〟.at137-138.
51)1d.at138.
52)Id.at139.
53)1d.
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判断の基準を定めているものではない｡--･行政官の政策や基準が,事実

審により対審形式で決められなかったという事実によって,それらが謙譲

されないということにはならない54)｡

その上で次のように述べ55),本件はそれまでの事例と異なることから行政官

の告示に基づいて判断することを求めて地方裁判所に差し戻したO

私見によると,本件法律の下での行政官による公定解釈 ･解釈 ･意見は,

それらに先例性があるという理由で裁判所を統制するものではないが,一

連の経験や知見に基づいた判断を構成するものであり,それらに対して.

裁判所や訴訟当事者は,指針として適切に依拠しうる｡特定の事例におい

てこのような判断が重要か否かは,そうした判断を考慮する際に完壁な証

拠があるか,そうした判断の推論が有効か,そうした判断が当初の公の説

明や筏の公の説明と一貫したものであるか,そして,そうした判断に統制

力がないならば,そうした判断に説得力を与えるあらゆる要因があるかに

依拠するであろう56)0

このようにスキッドモア判決は,行政官による解釈を示した解釈告示のよう

なわが国の行政娩則のようなものであっても,場合によっては指針として適切

に依拠することができ,裁判所が判断する際にそのような行政規則に対しても

謙譲を行うことができる可能性を示した点で注目されるものである｡

2 スキッドモア法理の位置づけと問題点

(rl,i)スキッドモア判決は,手続を経ずに制定された解釈告示に対する謙譲が認

められた事例であるが,この判決は,賃金労働時間委員会の解釈に対する謙譲

を認めたユ940年の合衆国対全米 トラック協会判決57)辛,1933年の関税委員会

54)1d.at139-140.
55)1d.atl後o.
56)Id.

57)UnitedStatesv.AmericanTnlCkillgAssociations,Inc.,310U.S.534(1940).こ
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の規則制定に対する謙譲を認めたノルウェー窒素精製社対合衆国判決58)にお

いて認められた法理を踏襲するものであるといえるであろう59)｡また当時に

おいても,行政運営の第---1一次的責任を持つ行政機関による制定法の解釈は,審

査裁判所による謙譲的な考慮を受けるということはよく知られた法理であると

されてお り60),このことからも,スキッドモア判決が当時特に目立ったもの ､

の判決では,道路運送法上,州際通商委員会の権限が安全運送に関係する被用者の

待遇や貴大労働時間についての合理的な条件を定めることにあったところ,賃金労

働時間委員会はこの規定が適用されるのは安全運送に関する被用者のみであると解

釈していたことにつき,この解釈は｢相当の重要性 (greatweight)｣を持つとしたC.
〟.at549.

58)NorwegianNitrogianProductsCo.Ⅴ.UnitedStates,288U.S.294(1933).この判
決では,関税法が外国との生産コストの違いをなくすために大統領が関税の税率を

変更するためには,関税委員会によってその違いを調査し,その際公衆に対する合
理的な審理の告知をし,関係者に対して出演して証拠を提出し審理を受ける合理的

な機会を与えなければならず,その手続については必要に応じて合理的な手続や規

則を採用することを規定していたところ,この場合の関税委員会による規則の制定
は ｢明らかに過ぎ誤解され得ない｣とされた｡Ld.at325.

59)JimRossi,Resi'eciingDeferenceICollCebiualizi71gSkidmorea,itlu'nthe
ArchiiectttreofChevr()n,42Wm.&MaryL.Rev.ilO5.1117(2001)(｢行政機関の
解釈を説得力のあるものにしている要因をみると,スキッドモア判決は,最高裁が

合衆国対全米トラック協会判決やノルウェ-窒素精製社対合衆国判決で従前認めら

れていたアプローチを繰り返したものであった｡｣上 もっともロッシは,1944年の
全国労働関係委員会対ハースト出版社判決 (NLRBv.HearstPublications,322U.

S.111(1944)(新聞配達員 rnewsboy)を被用者 (employees)であるとする全国
労勘関係委員会の決定が争われた.当該決定に対して謙譲が行われた事例))辛,1941

年のグレイ対パウエル判決 (Grayv.Powell,314U.S.412(1941)(生産者が消費す
る石炭や,生産者が自らの消費のために運送する石炭につき価格統制を行わないと

いう歴青炭法の規定 (BituminousCoalActof1937,15U.S.C.§828,seeGray,
314U.S.,at403m.i)の下で,炭坑を賃借した鉄道会社が,別の契約者をたてて炭
坑設備を賃借した場合に,当該鉄道会社が歴青炭法のこの規定が通用される生産者

に当たらないとした歴青炭局局長 (DirectoroftheBituminousCoalDivision)の
決定に対して謙譲が行われた事例))といった審決が問題となった例を示し,別の

文脈では行政機関の制定法解釈に対してより強い謙譲が行われていたことを指摘し

ている｡SeeRossi,sitPyla,at1117a.壷.
60)See,a,g‥NathanielL.Nathanson,Adクnim'stratiがeDiscretionintheIJlterl)reta-
tioプ10fStatutes,3Vand.LRev.470,470(1950)(｢ある制定法につき第一次的責任
を持つ行政機関による制定法の解釈を,審査裁判所が尊重して検討するということ

はよく知られた法理である｡｣).また.スキッドモア判決においでも,財務省の決

定や対審的に決められていない財務省や他の行政主体による解釈的な規則に対し
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ではなかったことが窺えるC

(2は た,スキッドモア法理は,後述のシェヴロン法理に比べて弱い謙譲の事

例とされることもある61)し,暖味で決定的なものではなく,事実審裁判官の

手にかなりの裁量を残 している法理であると指摘されることもある62)､｡その

て.長い間,相当の,時には決定的な重要性を与えてきたことが指摘されている｡

Skidmore,323U.S.134.140.
なお,スキッドモア判決直後には,たとえば,スキッドモア法理を引用した上で,

選抜徴兵局長 (DirectorofSelectiveService)の解釈を否定した事例もみられる｡

Fishgoldv.SullivanCorporation,328U､S.275(1946).この判決は,名誉退役した
後溶接工として再就職した原告が,労働組合の合意に基づき,勤務年数の長い非退

役軍人の雇周を優先して勤務年数が少ないゆえに9日間一時解雇された際に,休業

補償を求めた事案である.最高裁は,選抜徴兵局長が,退役軍人の再就職の際には,

そのことにより勤務年数の長い非退役軍人の解雇が必要とされたとしても,以薪の

地位あるいは同株の勤務年数 ･地位 ･給料が保障されるという解釈を行っていた

が.その解釈は対審手続により制定されたものではなく,とりわけ決定を行う責務

を委任された行政機関による解釈に対して与えられた重要性をもつものではない,

と判断した｡｣材.at290.

61jRossi,supranote59atl116(スキッドモア判決は,インフォーマルな行政機関
の表明に対して弱い程度の謙譲を示した最も初期の事例である｡上

62)See,e.g"EricR.Womack,IntotheThirdEraofAdmz.nisiratil,eLalLFIA7Z
EmpiJ･icalStuめノOftheSupremeCourt'sRetreatfromChevronPri7iCiplesi71Un-
itedSt之豆esv.Mead.107Diek.LRev.289,294(2002).もっとも,ウオマックはこう
した点について好意的である｡またロッシは,スキッドモア法理についてアドホッ

クなものであるとしているo SeeRossi,Supranote59at1125.なお,スキッドモア
法理における謙譲は,性質上 ｢尊重 (respect)｣であることを指摘するものとして,

KristinE.Hickman,ThelVeedforMead:RejectingTaxExcebtionah'smi31Judi-
cialDefeJmCe,90Minn.LRev.1537.1552n.68(2006)がある,,
メリルは,スキッドモア判決がクリステンセン判決 ･ミード判決で注目される前

に書かれた論文において,シェヴロン判決より前の行政機関の解釈に柑する謙譲の

アプローチが統 -･一･･されたものでなくスライディングスケールである (変動に応じて

変化する:筆者注)ことを指摘した上で,シェヴロン判決より前の謙譲のアプロー

チの要素として,(む議会が行政機関に対し̀て解釈をさせる意図を持っていたか (具

体的には,立法規則については謙譲が認められるが,解釈規則については説得的で

ある場合のみ認められる),②行政機関の決定の態様がいかなるものであったか (具

体的には,当該解釈が ｢専門的｣なものであることや,｢継続性｣ ･仁一貫性｣･｢統
･一一一性｣を持ったものであること,合理的な分析により支えられた解釈であることが

謙譲の要因であるとされている),③行政機関が到達した一定の結果が議会の意図

を反映していたか (具体的には,当該解釈が当該制度の設計者と同じ解釈を含んで

いたり,議会により当該解釈が承認されている場合には,当該解釈に柑する謙譲を

認めるとされている)を挙げている{:,Meriu,sziPranoteもat973(19923.
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ため,以下にみるように,スキッドモア法理の適用にあたって,判例は一一一一･貫し

ていないようである｡ 以下,APA上の手続が適摘される立法規則の場合と,

APA上の手続が適用されない解釈規則等の非立法規則の場合に分けて,メ

キッドモア判決後の判決の動向を確認しておきたい｡

3 立法規則の場合の適用状況

日はず,法的効力を持つとされる立法規則の場合,謙譲が認められることが

多かったといわれる63)｡その一つに,1976年のバッターソン対フランシス判

汰 (以下,｢バッターソン判決｣というot)64)があるO

この判決では,社会保障法 (SocialSecurityAct)407条a項65)で制度化さ

れた ｢父親が失業中の要扶養児童に対する家庭扶助施策 (AidtoFamilies

withDependentChildren-UnemployedFathers;AFDC-UF)｣(以下,バッター

ソン判決を論ずる限 りにおいて ｢本件施策｣ というLl)における ｢失業

(unemployment)｣の定義につき.健康教育福祉省長官 (以下,適宜 ｢長官｣

という｡)が定めることを求められていることに基づき定められた立法規則が

問題となった｡本件で問題となっている規則は,本件施策に参加している州に

柑して,ある者が一時的に雇摺されている場合を除いて1か月に100時間未満

しか勤務していない場合,その者を失業しているとすることを求めていた661｡

またこの規則によると.-一一一･時的に雇用されている場合を除いて,州 の選択で,

失業の定義に労働争議への参加により失業した父親や,州の失業補償法の下で

失業補償を受けられないこととなる行為や条件により実業した父親を,失業の

定義に含む必要はないとされていた67)｡本件は,このような規則の下で本件

63)Antholly,Sul)ran｡Le36aL7(裁判所は∴立法規則に示された行政機関の解釈を
概ja受け入れてきた).

64)Battersonv.Francis,432U,S.416(1976)ノiッターソン対フランシス判決は,常
問孝好 ･前掲論文注1･538寅でも取り上げられている｡なお,拙稿 ･前掲論文注
1･256頁以下も参照されたい｡

65)42U.S.C.§607(a).
66)BattersoJl,432U.S.at421.
67)1d.at421-422.
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施策による給付を受けられなかった長期欠勤者,ストライキによる欠勤者,自

発的失業者により提起された団体訴訟であった｡

連邦最高裁は,｢本件での究極の問題は,制定法にある 『失業』という用語

により,〔長期欠勤者,ストライキによる欠勤者,あるいは自発的失業者である〕

原告が本件施策による給付を受けることができるか｣であり68) ｢ゎれわれがラ

判示しなければならない実際の問題は,当該制定法の文言がどのように解釈さ

れるべきであるかではなく,長官による規則が適切か否かである｣とした69),)

その上で,次のように述べた｡

もともと,制定法の文言についての行政による解釈には重要性を与えら

れるが,支配的な重要性を与えられるものではない｡

･--連邦議会は,〔社会保障法〕407条a項の中で,明示的に長官に対し

て,本件施策の資格を決めるという目的で ｢失業｣ という譜を構成してい

るものは何かということを判断する基準を示す権限を委任していたOこの

ような場合には,連邦議会は,裁判所に対してよりもむしろ長官に対して,

制定法の文言を解釈する第-------次的安住を付与しているのである｡このよう

な責任を行使する際.長官は立法的な効果を持つ規則を採用する｡審査裁

判所は,自らが違った方法で当該制定法を解釈したであろうという理由だ

けでは,自由に当該親別を無効にすることはできない｡

本件で問題となっている規則は,それゆえ単なる謙譲や重み以上のもの

を受けることができる0本件規則は,長官が制定法上の権限を挽越したり,

本件規則が ｢専断的で,窓意的で,裁量権を濫用しており,あるいは法に

従っていない｣場合には,無効とされうる70)｡

その上で連邦最高裁は,当該規則について合理性と権限の冷遇の有無を判断し

たのである｡

68)1d.at424.〔 〕内は筆者が補った｡
69)1d.

70JJaat424-426.
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バッターソン判決は,以上のように立法規則に対する謙譲をかなりの程度で

認めたものであるが,判決の中でスキッドモア判決や後で取り上げるゼネラル

電子対ギルバート判決71)やモー トン対ルイ-ズ判決72)を引用して次のように

述べ,立法規則に対する謙譲が問題となっているバッタ-ソン判決との謙譲の

違いを明確にしている｡

--裁判所は解釈規則に対して効力を与えることを求められていない｡

行政解釈には,行政機関の立場の時期や継続性,行政機関の立場の性質の

ような要因に基づいて,様々な程度の謙譲が与えられる73Jc.

(12に のように,バッターソン判決は,立法娩別に好する謙譲は原則として認

められること,そして.その謙譲がスキッドモア判決で問題となった解釈洩別

に対する謙譲とは異なることを示した点で注目される｡ そして,バッターソン

判決をはじめとして,立法規則が問題となる事例では,立法親別に対する謙譲

は原則として認められるといってよいであろう74)｡また,立法規則が無効に

なるとしても,当該立法規則が合理的でないというよりは,むしろ制定法の権

限を散超していたことを理由とする場合が多いといわれる751｡

4 非立法規則の場合の適用状況

(1)次に非立法親別の場合,スキッドモア判決に言及されるか否かはともかく,

謙譲が行われない場合が多いようであるO

(2)スキッドモア法理を欄いつつも,解釈を示す指針に対する謙譲を認めな

71)GeneralElectricCo.V,Gilbert,429U.S,125(1976).SeeiZlf71an()Le76.

72)Mortonv.Ruiz,415U.S.199(197LD.SeeiJlfranote87.
73)〟.at425rl.9.

74)Anthony,suPran()te36,at7;SeealsoA,,Ierill,SUPJ,anote4,at973(最高裁判所
は,立法規則にある解釈は太いに謙譲を受けると示唆してきた,).

75jAnthony,sul,71anote36,at8(｢立法規則が無効とされる場合,典型的な理由は,
当該立法規則が合理的でないと認定されたということよりもむしろ,当該立法規則

が制定法上の権限を捻越していたということにあったO｣).
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かった事例に,1976年のゼネラル電子対ギ)レバー再三fj決 (以下,｢ゼネラル電

子判決｣というO)76)がある｡この判決は,ゼネラル電子が病気や事故により

働くことができない場合に手当を給付するという制定を作っていたが.病気や

事故から妊娠を除外していたことから,女僅団体の代表が,このような除外は

1964年公民権法第7章 (雇用差別禁止法)に違反した性的差別を行っていると

いう宣言を求めたものである｡女性団体の代表は,1972年に出された雇用均等

機会委員会 (EqualEmploymentOpportunityCommission;EEOC)の指針 ('1以

下,ゼネラル電子判決を論ずる限りにおいて ｢本件指針｣という｡)77)に依拠

していて,本件指針に謙譲を与えられるべきと主張したが,連邦最高裁は次の

ように判断した｡

まず,連邦黄高裁は,｢議会は公民権法第7章を制定する際に,雇用均等機

会委員会に対して公民権法第7章による規則を制定する権限を与えていなかっ

た｣ こと78),｢このことは,雇用機会均等委員会の指針が立法意図を決定する

際に考慮されるものではないということを意味するものではない｣こと79),｢し

かしこのことは,裁判所が本件のような指針に対しては,議会が法的効力を持

つと宣言した行政規則,あるいは授権法の下で責任を課す根拠を与える規則に

対するほどの重要性を与えないことを意味している｣こと80)を指摘したoそ

の際,スキッドモア判決を引用した81)上で,｢問題となっている雇欄機会均等

委員会の指針は,スキッドモア判決の基準の下では適当でない｣としたが,そ

76)GerleralElectricCo.V.Gilbert,429U.S,125(1976).
77)雇用均等機会委員会の指針は次のようなものであったO｢妊娠,流産.中絶,出産,
及びそれらからの回復を原因として生じ,あるいはそれらが一因となった障樽は,

あらゆる仕事に関する目的において,一時的な障樽であり,雇欄に関係した健康保
険ないし一時的傷害保険,あるいは利用可能な病気療養制度の下では一時的障樽と
して扱われるものとする｡･･--〔給付〕は,他の一時的な障縛に適用されるのと同

じ条件で妊娠や揖産による障椙に適用されるものとする｡JLd.at140-141(citing
29C.F.a§160乳10(bH1975)).
78)1d.at141.
79)1d,

80)1d.

81)1d.at14ト142.
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の理由として,本件指針が公民権法第7章が制定されてから8年後に公布され

たこと82),本件指針が公民権法第7章制定により近い時期の1966年に公表し

た雇周機会均等委員会の委員長による意見書と矛盾していること83),本件指

針は公民権法第7章の立法経緯に反すること紬 を挙げ,本件指針が ｢ほぼ孤

立している｣85)ものであるとしたのである｡

このようにゼネラル電子判決では,スキッドモア法理の謙譲の要件として,

法律制定から近い時期に公家された解釈が優先されることが明確にされた点が

注目されるC

(3)ただ非立法規則の場合,裁判所が親別に対する謙譲の是非に注意さえ向け

ずに,規則を審査する場合もしばしばみられる86)0

たとえば,1974年のモ-トン内務省長官対ルイ-ズ判決87)では.インディ

アン保護特別保留地 (reservation)から若干外れたインディアンのコミュニ

ティに住むインディアンが.インディアン局 (BureauoflndianAffairs:BIA)

のマニュア凡,により.シュナイダー法による一般的援助給付を受けられなく

なったことが問題となったが,連邦養高裁はスキッドモア判決を引用しつつ

も88),マニュアルによる解釈に対して謙譲を行わなかった｡その理由として,

議会は,原告のようにインディアン保護特別保留地の近くのインディアンのコ

ミュニティに住むインディアンを,一般的援助給付の対象外とすることを意図
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MarkSeidenfeld,ASyZzcopatedChevronIEml,A,asizingReaso71edDec2/.Sionmak-
iプIginReL,ieu,i71gAgeJtcyZnierPretalionsofStaletes,73Tex.LRev.83,88
(1994)(｢多くの場合,裁判所は従前の行政機関に対して謙譲どころか注意もせず
制定法を解説するO｣);PeterH.Schuck&E.DonaldElliott,TotheChevronSta-

tiolZIAnEml)iricalStudyofFederalAdmiJlistratiL,eLaw,1990DukeL.J.984,
1023(｢裁判所白身が制定法を解釈し,行政による解釈に対して,ほとんど,ある
いは全く謙譲を行わなかった正反対の方向の事例も存在したO｣).

87)Mortonv｡Ruiz,415U.S.199(197動
88)1d .at237.
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していなかったこと89),仮にこのような制限を行えたとしても,インディア

ン局は本件マニュアルを連邦規則集に掲載していないことによりAPAの要件

に従っていなかったこと90),このような給付資格の問題は個人の権利に関係

することであるから内部の手続に従うべきところ,その手続に従っていなかっ

たこと91)などを挙げたのである｡

(4沸 立法規則は制定法の解釈を示すために出されるのみならず,制定法に基

づいて揖さ打た規則の解釈を示すために出される場合もあるOこの場合も,罪

立法規則に対して謙譲が香われる場合と行われない場合がある｡

謙譲が行われなかった判例に,合衆国対スワンク判決92)があるt,この判決

では,制定法ではなく制定法に基づいて出された規則の解釈の扱いが問題と

なった｡すなわち,内国歳入法典611条及び613条は鉱床所有者に対する特別な

減耗償却控除 (deductionofdepletion)の規定93)を定めており,この親定が,

原告のように,賃貸人から30日前に告知があれば賃貸借契約が終1するような

地下炭田 (undergroundcoal)の賃借人に対して適用されるかが問題となって

89)M.at212-230.
90)zd.aL232-234.
91)Zd.at235.
92)tJnitedStatesv.Swank,451日.S.571(1981).
93)判決文によると,内国歳入法典611条 (26日.S.C.§611)及び613粂 (26U.S.C.
§613)は次のように規定されていたoSu,a娩 451U.S.at572.
611条 減耗償却控除額

(a) 一般的原則

鉱山,石油 ･ガスの油田,その他鉱床や森林の場合,課税所得を計算する際,

各々の場合の特段の状況により,合理的な額の減耗償却額や設備更新の減価

償却 (depreciation)額の控除が認められるものとする｡この合理的な額は
全ての場合において財務省長官の記した規則の下で定められなければならな
い､:.

61.3条 減耗償却の割合

(a)--･･般的原則

-州 に挙げられた鉱山,油井その他鉱床の場合,611条による減耗償却額は
当該資産からの総所得の--･で定められた割合 〔本件では10%〕について認

められるものとするC.この総所得には当該資産につき納税者が支払い又は負
担する賃借料又は使用料に相当する額は含まないO
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いた94)が,財務省規則は当該納税者に対して採掘されていない石炭の ｢経済

的利益 (economicinterest)｣があることを要件とするのみで.それ以上のこ

とは瀧定していなかったOそのため政府は,減耗償却可能な ｢経済的利益J と

単なる ｢経済的便宜 (economicadvantage)｣ を区別し,賃借人は経済的便宜

のみをもっていると解すべきこと,そして,終了させる権利により賃貸人に対

して炭田における唯一の重要な ｢経済的利益｣を付与されていることを主張し

た95㌔ これに対して裁判所は,スキッドモア判決を引用することなく,独白

に認定した理由から政府の見解につき説得力がないと判断した96㌔,

ただスワンク判決では,ホワイト裁判官が反対意見を述べており,これには

ステユワ- ト裁判官が加わっているOスチエワ- ト裁判官によると,｢内国歳

入庁の自らの規則に関する解釈は謙譲される｣97)が,このことは先例にも合致

しており98),本件の場合,本件に関する先例に照らしても内国歳入庁の解釈

は合理的であるとしたのである99)O

(5に れに対して,スキッドモア判決に対する言及はないものの,行政機関の

94)〟.at572-573.
95)1d.at579-580.
96)〟.at584.

97)Id.at589(White,I.,dissenting).
98)Id.at590…91(White,J.,dissenting).ここでは,1979年の全国消音器製造業組合
対合衆国判決 (NationallJTfuHierDealersAs.Nl.V.Um:tedStates,440U.S.472
(1979))が引用されているが,この判決については,拙著 ･前掲論文注卜 270頁
も参照されたい｡

99)Su'aflk,451U.S.,at59まなおメリルは,本件のような行政機関の自らの規則に
対する解釈は,別のタイプの謙譲であるセミノール-ロック判決 (BoliJelesl/I.
Semil10ieR()ck&SajldCoリ325J【上S.410(1945))的な謙譲を受けるとされてきた
ことを指摘するo Merrill&Hickrnan,sul,ranote10,at899.またマニングは,セミ
ノール-ロック判決が規則の行政機関の解釈に対してとるアプローチが.制定法の

行政機関の解釈に対するシェヴロン判決の枠親みと極めて類似していることを指摘

している｡SeeJohnF.Manning,ConstitutionalStructtlreandJlEdicialDefere71Ce
ioAgenc5,I71terPretationsofAgencjJRules,96Colum.LRev.612,627(1996).セミ
ノール･ロック判決的な詮議とは,行政機関の自らの規則に対する解釈は.｢明白

な誤りがあったり.規則と一一･質していないということがない限り,支配的な重要性

をもつ｣というものである｡SeminoleRock,325U.SMat414.もっとも,スワンク
判決はセミノール-ロック判決には触れていない｡
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出した解釈規則に対して謙譲を認める判決も出されているL,その一つが,1964

年に出されたユ- ドール対 卜-ルマン判決 (以下,｢ユ- ド-ル判決｣ とい

う｡)〕OO)であるO この判決では,鉱業権リース法 (MineralLeasingAct)が内

務省長官に対して,石油 ･天然ガスを産出する地理的な構造をもつと知られて

いる土地以外の国有地につき,石油 B天然ガス採掘権のリース (oilandgas

leases)'を認める広範な権限を付与していたところ,これに基づき出されたケ

ナイ国立ムース地区内の当該採掘権のリースが可能な部分についての命令

(order)似 下,ユードール判決を論ずる限りにおいて｢本件命令｣という｡)101)

が尊重されるかが問題となった｡この点について連邦最高裁は,内務省長官が

継続的に石油 .ガスの賃貸借を妨げないようにするために本件命令を継続的に

解釈してきたこと102),内務省長官の解釈は,公的記録及び公的な議論の問題

となってきたこと1O3),当該議論は1956年に商船船員法及び漁業権に関する上

院委員会により導き出された合意や,これに基づく漁業権の承認が,形式的な

意味での ｢法律による承認｣をおそらく構成していないにもかかわらず.長官

の解釈の評判を明らかにするのに役立っており,他の解釈に依拠すべきという

あらゆる可能性のある主張を挫いていること10,41,問題となっている本件命令

によりカバ-されているほぼ全区域は,内務省長官の解釈に依拠して多額の支

100)udallv.Taliman,380U.S.Hl964).
101)この命令とは,｢執行命令第8979号 (ExecutiveOrderNo.8979,6Fed.Reg.
6471)｣と ｢国有地合第487号 (PublicLandOrderNo.487,13Fed.Reg.3462)｣の
ことである｡執行命令第8979号は,ケナイ国立ムース地区を創設したもので,当該
地区の決められた領域以外のムースの保護区及び飼育場では.植民 (settlemel〕t),
居住 (1()仁ation),売買,立入りその他処分 (魚類の餌付け場所以外の用に供するこ
と)を行うことができないとされている｡Ld.at5.そして国有地令第487号では,(戟
行命令第8979号から除外されているムース地帯のほとんどを含む)アラスカ州の次
に掲げる地域内の国有地は,この規定により暫定的により,分類付けや試験のため
の,また法案のための植民,居住,売毘 立入りを禁じられており,このことは執

行命令第8979号のケナイ国立ムース地区の保全に優先するものであり,修正するも
のではないとされているold.at5-6.
loョ)Udali,380U.S.,17.
103)〟.

104)Ld,at17-18.
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出を伴って開発されてきたこと105)から,内務省長官の解釈が合理的でなく,

また本件命令の文言が内務省長官の解釈に耐えるものであれば1063,原告の求

める採掘権リースを認めた控訴審判決は破棄されなければならない,すなわち

内務省長官の解釈は尊重されなければならない,とした107)0

(6)以上のように,非立法規則については謙譲自体を受けない場合が多かった

ようであるが,謙譲を受ける場合にしても謙譲を受けない場合にしても,スキッ

ドモア判決に対する言及はあまり行われていない｡ただ,ユードール判決で周

いられている分析はスキッドモア判決と類似しているものであり,それゆえ,

ある意味で非立法規則においても謙譲が行われるか否かについての明確な基準

がなかったといえるであろうO

セイデンフェルドは,こうした状況を精神分裂病的であるとし1081,そこに

はAPAの法理が影響していると指摘する109)｡すなわち.セイデンフェルド

によると,APAはフォーマルモデルと専門家モデル (expertisemodel)を混

合したモデルを採用しており,特にAPA上の手続が適用される立法規則の場

令,フォーマJUモデルをとると裁判所が制定法の意味の最終的な裁定者となる

が,専門家モデルをとると行政機関の経験や技術的知見は行政機関の解釈に説

得力を与え,スキッドモア判決的な謙譲が認められやすいということになるの

である110)｡そのため,APA上の手続の有無が,行政機関による制定法解釈

に対して裁判所が謙譲すべきか否かの判断と直接関係があるとまではいえな

かったように思われる｡

＼jノ
lヽノ
ノヽ

lLfJ
6

7

nU
0

0

｢･⊥
l

1

CC･ta〟
Id.

なお,ユードール判決では,前掲注89で触れたセミノール-ロック判決

(Bowlesv.SeminoleRockC0.,325U.S,410(1945))を引用し,制定法ではなく
行政規則の解釈が問題となる場合には,より一層明白に謙譲が適切となる旨指摘し
ている｡tj'dall,380U.S..1617.
108)Seidenfeid,supranote86,93.
log)Id.at93.

110)Seeid.at92-94.なお,APAにこのような二面性があることはすでにわが国で
も紹介されている｡たとえば,中 川丈久･前掲書注14･87頁以下,野口貴公美･前
掲書注11.59頁以下等を参照されたい｡
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5 小 指

以上｡スキッドモア判決以降の判決の動向をみてきたが,スキッドモア判決

以降,APAの手続を必要とする立法幾別に束｢しては原則として謙譲が行われ

てきたが,APAの手続を必要としない解釈親別をはじめとする非立法規則に

対しては原則として謙譲は行われなかったようである｡ ただ,そこには一貫し

た判断手法は確立されておらず,ケースバイケ亀-スで判断されてきたというの

が実情であり,-一一一一一一律の基準ができるのはシェヴロン判決を得たねばならなかっ

た｡次節では,シェヴロン判決で提示されたシェヴロン法理がどのようなもの

であったかをみた後,シェヴロン法理が出されて以降,行政機関の制定法解釈

に対してどのようを判断がなされたかをみてゆきたいO

第2節 シェヴロン法理

1 シェヴロン判決

(1)1977年の改正大気清浄法(CleanAirActAmendmentsof1977)において,

改正前の大気清浄法にしたがって環境保護庁 (EnvironmentalProtection

Agency;EPA)の制定した全国的な大気基準を達成していない州 に対して･- - -

定 の要件 を課 した｡改正 大気清 浄法 は, ｢基 準 を達成 していない

(nonattainment)｣ 州に対して,大気汚染の ｢新設のあるいは変更された固

定発生源 (stationarysources)｣111)を規制する許可プログラムを作成すること

を要件としていた｡この許可の要件を実施するために発布された環境保護庁規

則 (EPAregulation)(以下.シェヴロン判決を説明する限りにおいて ｢本件

規則｣ とする)は,州に対して.｢固定発生源｣という文言につき.工場全体

を意味する定義を採用することを認めていたが,この定義の下では,いくつか

の汚染物質除去装置を有する在来の施設は,変更が工場からの総排出量を増加

11ユ) ｢固定発生源｣ とは,大気清浄法下の規則に服する大気汚染を除去しもしくは

除去しうる建築物,構造,設備,装備を意味する040CFR§51.18(j)(1日i)(1983),

citedinsupranote1at840n.2.
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させないならば,許可条件に合致しなくても一式の装置を装備したり変更した

りすることができる｡ それゆえ,州は,同じ工業地域にあるすべての汚染除去

装置を,まるで単 ･一･一一一一の ｢抱 (bubble,)Jの中に入れられているようにして扱う

ことを認められた｡そのため,天然資源保護会議 (NaturalResourcesDe-

fenseCouncil)等が連邦控訴裁判所に対して出訴したのである｡その際問題と

なったのは,州に対して以上のようなことを認めた環境保護庁の決定が,制定

法の文言である ｢固定発生源｣の筋の適った解釈に基づくものか否かというこ

とであったC

(2)連邦控訴裁判所は,改正大気清浄法の関連部分が,許可プログラムが通庸

されるべき固定発生源として議会が想定していたものを明らかに定義していな

いと考え,本件で問題.となっている問題は立法経緯の中で正面から扱われてい

ない,と述べた上で112),本件規則を無効とした113)｡これを不服として,シェ

ヴロン社側が連邦最高裁に上告した｡連邦最高裁は裁量上訴を認め,次のよう

に破棄日刊した｡

連邦最高裁は,まず次のように一般論を展開したO

裁判所が行政機関の実施する制定法の当該行政機関の解釈を審査する

際,二つの問題に直面するC.第一は,これは常にであるが,議会が直接に

問題となっているまさにその問題に対して述べているか否かというもので

あるOもしも議会の意図が明確であるならば,そこで問題は終了する｡何

となれば,裁判所は行政機関と同様,議会がはっきりと示した意図に対し

て効力を与えなければならないからである｡しかしながら,もしも議会は

問題となっているまさにその間題に対して直接に言及してこなかったと裁

判所が判断するならば,裁判所は制定法に対して単純に自らの解釈を課さ

ない｡このことは.行政解釈がない場合に必要なことであろうQ むしろ,

112)1d.at841.

113)NatLt7･alResoLtrCeSDefeJlSeCozi71Cil,Znc.mGo7･SuCh,685F.2d718(1982),cited

insupranote1at841.
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制定法が特定の問題について何もいっていなかったり唆味であったりする

ならば,裁判所にとっての問題は.行政機関の答えが制定法の許容しうる

解釈に基づくものか否かということになる｡

行政機関が議会の制定したプログラムを実施する権限により,政策形成

や規則制定が必然的に議会の暗黙にないし明示的に残したいかなる隙間を

も埋めることが求められている｡ --議会が明示的に行政機関が埋めるべ

き隙間を残していたならば,規則により制定法の特定の規定を明らかにす

る権限の行政機関に対する委任が明示的に存在する｡このような立法規則

は,専断的窓意的ないし明白に当該制定法と矛盾していない限り,支配的

な重要性を与えられるO 時に,特定の問題についての法律による行政機関

-の委任は,明示的というよりはむしろ暗黙的なことがある｡このような

場合には,裁判所は自らの制定法の規定の解釈を行政機関の行政官により

なされた筋の通った解釈に代えてはならない｡

実施するよう信託されている掛J定法の枠組みに関する執行部の解釈に対

しては相当の重要性が与えられるべきである,ということをわれわれは長

年認識してきた｡そして,行政解釈に対する謙譲の法理は,制定法の意味

や目標についての判断が対立する政策の調和を伴い,一定の場合における

制定法上の政策の効力をすべて理解することが,行政機関の規則に服する

問題についての通常の知識以上のものに依拠するときには常に,本連邦最

高裁により追随されてきた｡--

こうした選択が.対立する政策を合理的に調和させるものであり,対立

する政策は制定法により行政機関が所管するとされていた場合には,こう

した選択が制定法や当該制定法の立法経緯からそうした調和が議会の課し

たものとは異なることが糾明しない限り,われわれはこうした選択を妨害

すべきではないn4)｡

114)a,at842-45(,citationsomitted).
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その上で連邦量高裁は,当該法律や当該法律の立法経緯を吟味したことに基

づいて.議会が本件において泡概念の適用可能性について一一一1-定の意図を持って

いなかったということについて連邦控訴裁判所に同意をした上で,環境保護庁

が泡概念を層いたことは,行政機関が行うべき筋の通った政策選択であると結

論づけたのである115)｡

2 シェヴロン判決の位置づけと問詰点

(1)シェヴロン判決は,裁判所が行政機関の制定法解釈に対して謙譲すべきか

否かを判断するにあたり,二段階モデルともいうべき枠組みを確立した点に特

徴があるO 二段階モデルでは,まず第一段階として,議会が直接問題となって

いるまさにその間竃に対して直接に述べているか否かについて判断し,議会が

直接に述べているならば,裁判所が独白に判断を行う｡ しかし,議会が直接に

述べていないならば第二段階へと進み,第二段階において行政機関の解釈が制

定法の許容しうる解釈によるか否かを検討し,行政機関の解釈が合理的なもの

である限り裁判所は行政機関の解釈を受け入れなければならないとしたのであ

る116)｡もっとも,第二段階に入った場合†当該行政機関の解釈が合理的でな

いと審査裁判所が判断することは稀であるのでI実際は第一段階の議会の意思

の有無が重要であるともいわれる117)0

(12瀧 に指摘されているように,シェヴロン判決の背景には,レ-ガン政権初

期の規制緩和があり118),この文脈での謙譲は効率性の目的のために行われて

115)Id.at845-
116)アンソニーは,この判断枠組みを三段階分析としており,第一が,一定の議会
の意図があるか,第二が,議会の意図がないならば,規則により明らかにするとい

う権限の明示的な委任があるか,第三が,議会の意図がないならは 権限の暗黙の
委任があるかから成り立つとしているC.Anthony,sttPranote36,at17.

117jSeidenfeld,supranote86,at96(｢審査裁判所が謙譲的であるか積極的であるか
にかかわらず,--一度第二段階に達すると,行政機関の解釈を合理的でないとして取
り消すことは滅多にない｡｣).

118)Merill,suprtZnOte4at975.セイデンフェルドは,シェヴロン判決は,カータ-
大統領下での環境を意識した行政からレ-ガン大統領下の商業指向の行政への転換
により生じた ｢固定発生源｣の解釈の変更に関する事例であったと指摘する｡
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いた119)O実際 シェヴロン判決の1年前に出された自動車工業会対ステイ ト

-ファーム相互会社判決 (エアバ ッグ事件)]･203では,1982年までのモデJt'の

全ての自動車に対 してエアバ ッグや受動抑制装置 (passiverestraint)の設置

を義務づける規則を廃止する決定に対 して,謙譲的なアプローチではなくハー

ドルック-アプローチを用いて審査 していたといわれる121)｡また,シェヴロ

ン判決自体の先例性にも当初は疑問が呈されていたといわれており122),シェ

ヴロン判決が先例性を持ち出したのは,1986年にレーガン大統領が当時コロン

ビア特別区控訴裁判所裁判官であったスが )アを連邦最高裁裁判官に昇格させ

た以降のことであることも指摘されている123)Cまた最近では,シェヴロン判

決によってシェヴロン判決前よりも行政機関の決定に対する謙譲の事例が増え

たわけではなく,シェヴロン判決が行政機関の意思決定の審査の方法を変革し

たとされることには輿論が揖されているようである124)0

('3jただ,シェヴロン法理は,従前の暖味なケース ･バイ ･ケース的なアブロー

Seidenfcld,∫upranote86,at10().
119)ALFREI)C.AMAN,JRリADMnTISTRATIVELAWINAGLOBALERA(CoRNELL
UNIVERSITYPRESS.1982).121(規制緩和の文脈における謙譲は.効率性という目
的を催すのに役立っているO).

12O)MotorVehclesManufacturersAss'nv.StateFarmMutual,463U.S.29(1983).

121)Merill,sul,ranote4,at976_このことはわが国でも既に指摘されている｡たとえ
ば,古城試 ｢規制媛新理論とアメリカ行政法一 規制の失敗と裁判所の役割- ｣ア

メリカ法273号301-302頁 (1986年上 大浜啓書 ｢制限審査法理の変容と法の支配｣

高柳侶-先生古稀記念論集 『行政法学の現状分析』(効草寮房,1991年)497頁を参

照せよ｡

122)Seeid.at976,980-85.メリルによると,1984年開廷期から1990年開廷期までの
行政機関による制定法解釈の判例においてシェヴロン法理が取り入れられた判例は

36%しかなく,シェヴロン判決の翌年の1984年開廷期に至っては19件中 1件しかな

かった‥.Seeid.at981table1.

123)Merrill&班ckman,supranote10,at838.
124)たとえばリ-スは,シェヴロン判決は｢法とは何か｣を判断することは裁判所に.

制定法の文言の各々の事実への適用は行政機関に残されるべきであるとし,シェヴ

ロン判決はそうした論理に従っている旨を指摘し,シェヴロン判決を分水嶺的な判

決として理解することを跨摺している｡JohnReese,Buy.qii71gtheChevronBubbleI
ClarifyiJlgtheScopeofJudicialRem'eu,IinT7･OubledTimes,73FordhamL.Rev.
1103,1109-li且o(200動
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チではなく,｢当たり障りのない｣125)ものでありながら,オ-ルBオア･ナッ

シング的な統一一一一･的なアプローチを提示しており,その意味では魅力的なもので

あるといわれるが,明確にされていない点も存在する｡ 以下,本稿の関心にし

たがって,次の点を指摘しておく｡

(4灘山は,シェヴロン法理が従前の特にスキッドモア法理に代表される行政

機関の制定法解釈に対する謙譲の法理を排除しているか否かについて,シェヴ

ロン判決は明らかにしていないことである126),Jこの点について,スカ.)ア裁

判官は,一貫してスキッドモア法理を時代錯誤のものとして,シェヴロン法理

をスキッドモア法理に代わるものとして捉えてきた127)Cただシェヴロン判決

以降の判例をみると,解釈規則が問題になったときに,謙譲の法理としてスキッ

ドモア法理を周いるとするものが出てきたが.必ずしも一貫したものではな

かったと思われる｡

(5)第二は,シェヴロン判決はAPAの手続を経る立法規則に関する事例で

あったが,その射程が立法規則のみに及ぶか,あるいはAPAの手続を必要と

しない解釈規則にも及ぶかについて,シェヴロン判決は明らかにしていないこ

とである.3判例の中には,前述したように,解釈規則についてはシェヴロン法

理ではなく,スキッドモア法理が通用されるとするものが出てきた｡

(6にのような混乱は,次章で取り上げる2000年のクリステンセン判決と2001

年のミード判決が出されるまで続いたが.以下ではクリステンセン判決及び

ミード判決が出される前に,具体的にシェヴロン判決以降どのような混乱が

あったかについて,いくつかの判例を参照することによって確認しておきたい｡

(以下続く)

125)Merill,sup71anote4.at976,
126)See,.e,g..sul,ranote4,at977.
127うたとえば,次号で取り上げる予定のアラムコ判決 (EEOCv.ArabianAmer-

icanOilCo.(ARAMCO),499U.S.258(1991))におけるスが)ア裁判官の補足意見
を参照せよ｡Ld.at259-260(Scalia.J.,Concurringinpartandconcurruinginthe
judgement).


